
平成２３年１０月 

 

「大規模災害に係る被災家屋の評価について」

の報告掲載について 

 

 

平成２３年度家屋に関する調査研究委員会におきまして

は、「損耗の状況による減点補正率について」と｢改築家屋の

評価方法について｣を２大テーマとして調査研究を進めてお

ります。 

これまで「損耗の状況による減点補正率について」の調

査研究を進め、この度、「大規模災害に係る被災家屋の評価

について」の報告がまとまりましたので、中間報告として参

考までに掲載いたします。 

なお、平成２３年度の家屋に関する調査研究は継続中で

すので、当該研究終了後に改めて調査研究報告書を掲載いた

します。 
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○第１回委員会〔平成２３年６月２４日（金）15：00～17：00〕 

議題 （１）委員長・副委員長の指名 

（２）平成２３年度調査研究テーマ等について 

（３）東日本大震災の被害の影響（自治体委員からの報告） 

（４）震災による被災家屋に対する損耗減点補正の適用について 

（５）その他 
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Ⅰ．調査研究の目的                           

 

平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災によって被災した家屋に関して

は、内閣府が示す「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」（以下、「内閣府

指針」という。）に基づき、市町村（多くは固定資産税担当課）において被害

状況の調査・認定、「り災証明書」の発行が行われている。しかし、その対象

となる家屋が大量にあるため、これらの業務に相当の時間を要している。 

総務省の聞き取り調査によれば、被災市町村からは、内閣府指針に基づく被

害認定を家屋評価における損耗の程度に応ずる減点補正率（以下、「損耗減点

補正率」という。）の適用に活用したいとの声が多いようである。 

 

このような状況に鑑み、本年度、当委員会においては、大規模災害により被

災した大量の家屋に対する損耗減点補正率の適用方法について検討すること

とし、具体的には、内閣府指針に基づく被害認定と家屋評価における損耗減点

補正率の関係付けを行い、損耗減点補正率の簡便な適用方法についてその方向

性と課題を示すこととした。 
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Ⅱ．大規模災害に係る被災家屋の評価について               

 

１ 東日本大震災に係る平成 23 年度分の固定資産税の対応 

   

東日本大震災に対する固定資産税の対応に関し、総務省において通知の

発出、地方税法の一部改正が行われている。その主なものの概要は以下の

とおりである。 

 

（１） 「平成 23 年東北地方太平洋沖地震による被災者に対する地方税の

減免措置等の取り扱いについて」（平成 23 年 3 月 28 日総務省自治税

務局長通知） 

   税制の分野では、災害が発生した場合の被災者対策として、条例等によ

る期限の延長や減免などの枠組みが設けられており、東日本大震災が発生

した際には、次のような通知が各地方団体あてに発出されている。 

・地方税における申告、納付等の期限の延期 

・納期限の延長について、被害状況等に応じて判断すること 

・減免の決定について、被災地域の納税義務者の状況等に十分配慮し

た対応をすること 

・減免を行った場合の財政措置等について通知 

 

 （２） 地方税法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 30 号） 

東日本大震災に係る津波により甚大な被害を受けた区域では、大量の海

水や土砂の流入により、土地・家屋の大部分が滅失・損壊又は使用不能と

なったうえ、市町村においても通常の課税業務の実施が困難となっている

ものと考えられる。 

そのような状況においては、個々の土地・家屋の被害状況に応じて地方

税法第 367 条に基づく減免を行うことは困難と考えられることから、市町

村が指定した区域内の土地・家屋については、一律に固定資産税等を課さ

ないものとする措置が講じられている。 

市町村長が指定する区域については、次のように規定されている。 

・東日本大震災に係る津波により区域の全部又は大部分において家屋

が滅失・損壊した区域 

・東日本大震災に係る津波による浸水、土砂の流入その他の事由によ

り、区域の全部又は大部分の土地について従前の使用ができなくな

った区域 
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 （３） 東日本大震災における原子力発電所の事故による災害に対処するた

めの地方税法の一部を改正する法律（平成 23 年法律第 96 号） 

東日本大震災における原子力発電所の事故に伴い設定された警戒区域、

計画的避難区域、緊急時避難準備区域等の避難区域については、原子力災

害対策特別措置法に基づく国の指示により住民が避難等を余儀なくされ

ており、土地及び家屋の使用や行政サービスの提供等が困難となっている

と考えられる。 

そのような避難区域については、固定資産税等について一定の減免を行

うなど、東日本大震災における原子力発電所の事故による災害（以下、「原

子力災害」という。）の被災者の負担を軽減する必要がある。しかし、警

戒区域のように立入りが制限されている区域では、区域内の土地や家屋に

ついて状況を確認することが困難であること、原子力災害に伴い、町村役

場そのものが域外に移転するなど行政機能が損なわれている場合もある

ことなどから、市町村が指定した区域内の土地・家屋については、法律に

より一律に固定資産税等を課さないものとする措置が講じられている。 

市町村長が指定する区域については、警戒区域等の避難区域のうち、避

難等の実施状況等を総合的に勘案して、固定資産税等を課税することが、

公益上、不適当と認める区域とされている。 
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２ 現行制度における損耗減点補正率 

（１） 損耗減点補正率の考え方 

家屋の損耗の状況による減点補正率は、原則として経過年数に応ずる減

点補正率（以下、「経年減点補正率」という。）によることとされているが、

天災、火災その他の事由により当該家屋の状況からみて適当でないと認め

られる場合においては、損耗減点補正率によることとされている。 

損耗減点補正率は、「部分別損耗減点補正率基準表」（固定資産評価基準

別表第１０）によって各部分別に求めた損耗残価率に、当該家屋に適用さ

れる経年減点補正率を乗じて各部分別に求めるものとされている。 

損耗残価率は、各部分別の損耗の現況を通常の維持管理を行うものとし

た場合において、その年数の経過に応じて通常生ずる損耗の状態に修復す

るものとした場合に要する費用を基礎として定めたものであり、当該家屋

の各部分別の損耗の程度に応じ、部分別損耗減点補正率基準表により求め

るものとされている。 

現行制度における損耗の状況による減点補正率のイメージを図に示すと

次のとおりである。 

 

＜一棟の家屋に係る減価のイメージ＞ 

 

 

   ただし、市町村長は、当該市町村に所在する家屋の損耗の程度、構造等

の実態からみて部分別損耗減点補正率基準表を適用することが困難であ

損耗発生 損耗修復 経過年数

経年減点補正率

損耗度（20％）

損耗度（20％）

損耗の発生により
損耗減点補正が
行われた

通常以上の損耗に係る物理的減価分

損耗の修復により通常の
経年減点補正率が適用
される状態に戻った

残価率（％）

100

20
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ると認める場合、およびその他特に必要があると認める場合には、部分別

損耗減点補正率基準表について所要の補正を行い、これを適用することが

できるものとされている。 

 

（２） 損耗減点補正率の適用方法 

   家屋の評点数は、原則的には算式１により求めるものとされているが、

経年減点補正率によることが、天災、火災その他の事由により当該家屋の

状況からみて適当でないと認められる場合は、算式２により求めることと

されている。 

 

 〔算式１〕 

   評点数＝再建築費評点数×経年減点補正率 

 

 〔算式２〕 

   評点数＝（部分別再建築費評点数×損耗減点補正率）の合計 

 

   算式２における損耗減点補正率は、当該家屋に適用すべき経年減点補正

率に各部分別の損耗残価率を乗じて各部分別に求めるものであるが、次の

算式のように、損耗減点補正率を一棟単位で求めることも差し支えないも

のと考えられる。 

   

  損耗減点補正率 

＝経年減点補正率×〔（補正後再建築費評点数の合計）／（再建築費評点数

の合計）〕 

 

   上記算式による計算例は次のとおりである。 

 

 ＜木造家屋に係る計算例＞ 

建 築 年：平成 15 年（平成 16 年度新規課税） 

価   格：新築時評点数 8,971,837 点 

         平成 24 年度評点数  

8,971,837 点×0.98×1.03×1.00＝9,056,172 点 

 ※ 0.98：平成 18 基準の再建築費評点補正率 

   1.03：平成 21 基準の再建築費評点補正率 

   1.00：平成 24 基準の再建築費評点補正率（仮） 



 

7 

 

       

被災の状況：平成 23 年中に被災し、平成 24 年度から損耗減点補正率を

適用 

 

部分別 
再建築費評点数 

① 
損耗度 

損耗減点補正率 
② 

補正後再建築費 
評点数①×② 

屋根 669,390 ４ 0.6 401,634 

基礎 411,227 ０ 1.0 411,227 

外壁 740,250 ３ 0.7 518,175 

柱 732,900 ０ 1.0 732,900 

造作 382,725 ０ 1.0 382,725 

内壁 1,791,300 ０ 1.0 1,791,300 

天井 571,620 ０ 1.0 571,620 

床 1,213,905 ２ 0.8 971,124 

建具 764,400 ０ 1.0 764,400 

その他工事 595,980 ０ 1.0 595,980 

建築設備 1,098,140 ０ 1.0 1,098,140 

合計 8,971,837 － － 8,239,225 

 

    損耗減点補正率＝0.56（経過年数9年）×（8,239,225/8,971,837）≒ 0.51 

 

 よって平成 24 年度の評価額は以下のとおりとなる。 

 

（平成 24 年度評点数） （損耗減点補正率）（評点一点当たりの価額） 

9,056,172   ×      0.51      ×      1.05    ＝ 4,849,580 点 

 

(３) 損耗減点補正率の適用にあたっての留意点 

   損耗減点補正率を適用した家屋については、状況に変動のない限り、そ

れ以降の年度においても損耗減点補正率を適用することとなるが、当該家

屋の損耗部分が修繕された場合は経年減点補正率のみの適用に再度移行

することとなる。 

   また、当該家屋について改築が行われた場合は再評価を行うこととなる。 
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３ 災害に係る住家の被害認定 

 （１） 災害の被害認定基準 

   「災害の被害認定基準」（平成 13 年 6 月 28 日付府政防第 518 号）は、

災害時の被害状況の報告のために定められたものであり、「災害に係る住

家の被害認定講習テキスト」（平成 19 年内閣府）によれば、具体的な目的

は次のとおりである。 

○ 災害による被害規模の把握 

・災害対策基本法第 53 条に基づく被害情報の報告 

   ・災害救助法、被災者生活再建支援法等の適用 

○ 「り災証明書」の発行 

    ・各種被災者支援策に密接に関連 

 

 （２） 災害に係る住家の被害認定基準運用指針 

「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」は、市町村が、災害により

被害を受けた住家の被害認定を迅速かつ的確に実施できるよう、「災害の被

害認定基準」に規定される住家の損害割合による場合の具体的な調査方法

や判定方法を定め、的確かつ円滑な被害認定業務の実施に資することを目

的として内閣府が示している指針であり、その概要は次のとおりである。 

    ○ 判定する被害の程度 

「全壊」……………… 住家の損害割合が５０％以上に達したもの 

「大規模半壊」……… 住家の損害割合が４０％以上５０％未満のもの  

「半壊」……………… 住家の損害割合が２０％以上４０％未満のもの  

「半壊に至らない」… 住家の損害割合が２０％未満のもの 

    

○ 適用される災害 

地震、水害、風害（これら以外の災害による被害は、当該指針の

考え方等を参考にすることとされている） 

    

○ 調査・判定方法（例：地震による被害） 

   被害の調査と判定の流れは次のとおりである。 
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（３） 東日本大震災への対応 

東日本大震災に係る住家の被害認定調査を簡便に行い、「り災証明書」の

発行手続きを迅速に行えるよう、内閣府から「平成２３年東北地方太平洋沖

地震に係る住家被害認定迅速化のための調査方法について」（平成２３年３

月３１日）、「地盤に係る住家被害認定の調査・判定方法について」（平成２

３年５月２日）がそれぞれ示された。その概要は次のとおりである。 

 

ア 「平成２３年東北地方太平洋沖地震に係る住家被害認定迅速化のための調

査方法について」 

 

   津波と地震による住家被害に係る調査方法（第１次調査）を示したもの

であり、次のような方法で行われる。 

 

 ○ 津波による住家被害 

① 航空写真を利用して、対象住家が津波により流出したかを確認。 

② 流出した住家については全壊と判定。 

③ 流出しなかった家屋について、「住家被害認定調査票 津波 第１次」

（注１）を参考に、外観の目視調査により、全壊、大規模半壊、半壊、

一部損壊の被害の程度を判定。 
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（注１）「住家被害認定調査票 津波 第１次」 
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○ 地震による住家被害 

   「住家被害認定調査損害割合イメージ図」（注２）により、被災した家

屋の屋根、壁及び基礎の外観目視調査を行い、住家の損害割合を算定し被

害の程度を判定。 

 

（注２）「住家被害認定調査損害割合イメージ図」 
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イ 「地盤に係る住家被害認定の調査・判定方法について」 

 

  地盤の液状化等による住家被害に係る調査方法（第１次調査、第２次調査）

を示したものであり、そのうち第１次調査の方法を示すと次のとおりである。 

  ① 外観による判定 

    内閣府指針「第１編 地震による被害」－「１．第１次調査に基づく

判定（１）外観による判定」により実施 

② 傾斜による判定 

   住家に不同沈下があるかどうかを外観目視調査により把握するとと

もに、外壁又は柱の傾斜を下げ振り等により測定し、判定を行う。 

傾斜は原則として住家の１階部分の外壁の四隅又は四隅の柱を計測し

て単純平均したものとする。 

③ 住家の潜り込みによる判定 

  住家の基礎等の地盤面下への潜り込み状況を外観目視調査により把握

し、判定する。 

 

  ②及び③の関係は次のとおりである。 

地盤被害に伴う傾斜及び潜り込みに係る住家の被害認定 

傾斜 
 
潜り込み 

1/20 以上 
※不同沈下がある場合 

1/60 以上 1/20
未満 

※不同沈下がある場合 

1/100以上1/60
未満 

※不同沈下がある場合 

1/100未満 

床上1m 
 

[1.5m] 
全壊 全壊 全壊 全壊 

床まで 
 

[0.5m] 
全壊 大規模半壊 大規模半壊 大規模半壊 

基礎天端下 

25cm まで 
 

[0.2m] 

全壊 大規模半壊 半壊 半壊 

それ以下 全壊 大規模半壊 半壊 被害なし 

※本表は、当委員会において内閣府資料を加工し、第 1次調査に関する記載を
抜粋したものである。  
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４ 被害類型別の固定資産税評価における対応 

 

 「Ⅰ 調査研究の目的」で述べたとおり、本調査研究は、内閣府指針に基

づく被害認定と家屋評価における損耗減点補正率の関係付けを行い、損耗減

点補正率の簡便な適用方法を検討するものである。 

 そのため、地震、津波、液状化の被害類型別に、内閣府指針に基づく被害

認定の区分に対応した形で、一棟の家屋に適用する損耗残価率を設定するこ

ととした。 

 また、原子力災害に伴って立ち入りが制限され、通常の維持管理ができな

いことにより損害が生じると考えられる家屋に係る損耗減点補正率につい

ても検討を行った。 

損耗残価率を算出するに当たっては、総二階建の木造専用住宅を想定し、

総務省が調査（調査棟数：413 棟）した東北地方に所在する木造専用住宅の

再建築費評点数に係る平均的な部分別構成比を用いることとした。なお、こ

の方法では基礎等の持つ価値が小さくなるおそれがあるが、現状ではこれに

替わる客観的な方法がなく、この方法によった。 

 

＜算出に用いた部分別構成比＞ 

 

 

 なお、今回設定する損耗残価率は、岩手県、宮城県、福島県に所在する家

屋の７０％程度（木造専用住宅、農家住宅、附属家）に適用可能と考えられ

る。 

 

 

(１) 地震 

 ア．考え方 

   地震により被災した家屋に適用する損耗減点補正率を検討するに当

たって前提とした考え方は次のとおりである。 

 

・ 部分別「屋根」については、スレート葺きを想定し、平成 12 年自治

省告示第 217 号による改正前の固定資産評価基準別表第 10「木造家屋

屋根 基礎 外壁
柱・
壁体

内壁 天井 造作
床及び
床組

建具等
※

建築
設備

その他
工事

構成比
（％）

6 7 9 7 13 6 5 11 11 18 7

※「建具等」には玄関ユニットが含まれている。
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部分別損耗減点補正率基準表」（以下、「旧損耗基準表」という。）にお

ける「スレート葺屋根」の補正率を参考とした（「全壊」：スレート 50％

破損、「大規模半壊」：スレート 30％破損、「半壊」：スレート及び裏板

一部破損、「半壊に至らない」：スレート汚染）。 

・ 部分別「基礎」については、幅約 0.3mm 以上のひび割れ箇所数を被

害認定の区分ごとに想定し、それぞれに対応した残価率を求めた（「全

壊」：８箇所、「大規模半壊」：５箇所、「半壊」：２箇所、「半壊に至ら

ない」：０箇所）。 

・ 部分別「外壁」については、サイディング仕上げを想定し、損耗残

価率は旧損耗基準表「スレート」の補正率を参考とした（「全壊」： 70％

破損、「大規模半壊」：50％破損、「半壊」：30％破損、「半壊に至らない」：

わずかなひび割れ）。 

・ 部分別「柱・壁体」、「内壁」、「建具等」の垂直方向の構造材につい

ては、「外壁」と同程度の損害が生じると想定した。 

・ 部分別「天井」、「床及び床組」の水平方向の構造材については、「外

壁」の半分程度の損害が生じると想定した。 

・ 部分別「造作」、「建築設備」、「その他工事」については、「基礎」と

同程度の損害が生じると想定した。 

 

 イ．具体的な損耗残価率 

   アの考え方によって、内閣府指針に基づく被害認定の区分に対応して

求めた損耗残価率は、次のとおりである。 

 

内閣府指針における被害認定 対応する損耗残価率 

全壊（損害割合 50％以上） 42.50 

大規模半壊（損害割合 40％以上 50％未満） 58.80 

半壊（損害割合 20％以上 40％未満） 75.10 

半壊に至らない（損害割合 20％未満） 94.85 

   

なお、それぞれの損耗残価率の積算内容の詳細は、別紙のとおりであ

る。 

 

また、地震による周囲の地盤沈下や堤防の破壊等によって、満潮時に

恒常的に海水に浸かる地域に所在する家屋について、どのような被害が

発生するのか検討を行った。 
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一般的に、家屋の基礎に用いられるような鉄筋コンクリートについて

は、海水に浸かる状態と空気に触れる状態が繰り返されることによって

コンクリートの剥落や鉄筋の劣化が生じる。通常、家屋は海水に浸かる

ことを想定していないため、これらの被害を防止するための対策をとっ

ておらず、１０年程度で基礎として使用することができなくなるものと

考えられる。その場合、一年当たりの減価は５％となると考えられる。 

 

 ウ．過去の適用事例 

   総務省において、過去に地震により被災した家屋に対して適用された

損耗残価率の状況を内閣府指針における被害の程度ごとに調査したと

ころ、次のような結果となっている。   

   

団体数 

損耗残価率 

「全壊」 

程度の被害 

「大規模半壊」

程度の被害 

「半壊」 

程度の被害 

「半壊に至らない」 

程度の被害 

４団体 0.5 0.6 0.8 － 

１団体 0.2 0.4 0.6 0.6 

１団体 0.43～0.48 0.54～0.63 0.68～0.79 0.8～0.96 

１団体 0.5～0.6 0.5～0.8 0.5～1.0 － 

１団体 0.5 0.6 0.8 0.8 

１団体 0.5 0.7～0.8 0.8～1.0 0.8～1.0 

１団体 － 0.5 0.8 － 

１団体 － － 0.65～0.8 － 

１団体 － － 0.7～0.8 0.8～0.9 

※ 本調査は、過去に地震、水害、液状化により被災した家屋が所在す

ると考えられる７２の市町村に対して、損耗減点補正の適用実績、被

災した年度に適用した被害類型ごとの損耗残価率等を照会し、回答を

得たものである（後掲②ウ、③ウにおける調査も同様である）。 
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（２） 津波 

 ア．考え方 

   津波により被災した家屋（住家流出以外の場合）に適用する損耗減点

補正率を検討するに当たって前提とした考え方は次のとおりである。 

 

・ 津波による被害は、瓦礫、汚泥等を伴う海水による浸水であり、高

潮や河川の氾濫等の水害とは被害の程度が異なると想定した。 

・ 部分別「屋根」については、津波による損害はないと想定した。 

・ 部分別「基礎」については、床上浸水以上の場合はがれきや汚泥の

流入による損害を想定し、床下浸水の場合は海水の流入による損害を

想定した。 

・ 部分別「外壁」については、概ね１階天井まで浸水の場合及び床上

浸水概ね１ｍの場合は、１階外壁内部の構造用合板の強度低下や断

熱・吸音材の損害を想定し、床上浸水の場合は１階外壁の４割程度の

損害が生じると想定した。 

  ・ 部分別「柱・壁体」については、概ね１階天井まで浸水の場合は１

階部分の柱・壁体全体の損害を、床上浸水概ね１ｍの場合は１階部分

の柱・壁体の４割程度、床上浸水の場合は２割程度の損害を想定した。 

・ 部分別「天井」については、１階天井まで浸水の場合は１階天井の

損傷、それ以外は損害がないものと想定した。 

・ 部分別「造作」、「建具等」については、概ね１階天井まで浸水の場

合及び床上浸水概ね１ｍの場合は、１階部分の造作、建具等全体の損

傷、床上浸水の場合は１階のフラッシュ戸、和風建具（ふすま、障子）、

玄関ユニット及びそれらの枠材の損害、床下浸水の場合は玄関ユニッ

ト及び枠材の一部損害をそれぞれ想定した。 

・ 部分別「床及び床仕上」については、概ね１階天井まで浸水の場合

は、１階、２階両方の床組及び床仕上げの損害を、床上浸水の場合は

１階の床組及び床仕上げの損害を想定した。床下浸水の場合は１階床

組の損害を想定した。 

・ 部分別「建築設備」については、次のように想定した。 

概ね１階天井まで浸水した場合 

→２階の給排水設備と衛生設備以外の全ての設備に損害が生じる。 

床上浸水概ね１ｍの場合 

 →１階、２階の給排水設備及び衛生設備（１階の衛生設備について

はユニットバスを除く）以外に損害が生じる。 
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床上浸水の場合 

→給湯器や電気設備に損害が生じる。 

・ 部分別「その他工事」は、基礎の地上高 0.5ｍ、階高３ｍの家屋を

想定し、家屋の高さと津波による浸水の高さの関係に基づいて損耗残

価率を求めた。 

 

 イ．具体的な損耗残価率 

   アの考え方によって、内閣府指針に基づく被害認定の区分に対応して

求めた損耗残価率は、次のとおりである。 

内閣府指針における被害認定 対応する損耗残価率 

全壊（概ね１階天井まで浸水）※ 43.20 

大規模半壊（床上浸水概ね１ｍ） 58.80 

半壊（床上浸水） 76.20 

一部損壊（床下浸水） 96.60 

  ※ 津波被害における全壊認定のうち、「住家流出」については家屋と
して認定できないため、本表の対象外としている。 

  

なお、それぞれの損耗残価率の積算内容の詳細は、別紙のとおりであ

る。 

 

 ウ．過去の適用事例 

   総務省において、過去に洪水等により被災した家屋に対して適用され

た損耗残価率の状況を内閣府指針における被害の程度ごとに調査した

ところ、次のような結果となっている。   

 

団体数 

損耗残価率 

「全壊」 

程度の被害 

「大規模半壊」

程度の被害 

「半壊」 

程度の被害 

「半壊に至らない」 

程度の被害 

１団体 0.3～0.5 0.3～0.5 0.3～0.5 0.3～0.5 

１団体 － 0.52～0.59 0.85～0.9 － 

１団体 － 0.56～0.77 0.9～0.98 － 

１団体 － 0.85 － － 

１団体 － 0.88 0.88 － 

１団体 － － 0.25～0.99 － 
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１団体 － － 0.71～0.85 － 

１団体 － － 0.99 － 

 

 

（３） 液状化 

 ア．考え方 

液状化により被災した家屋に適用する損耗減点補正率を検討するに当

たって前提とした考え方は次のとおりである。 

なお、地震の場合においても傾斜が発生するが、これは柱が傾き、建

物がゆがむという事象であり、一方、液状化の場合、建物全体が形状を

保ったまま基礎から傾くという事象が発生するため、建物の利用という

観点からは大きく質が違うものである。 

 

（ア）液状化による家屋の傾斜 

 ・ 垂直方向の構造材で構成される部分別「外壁」、「内壁」、「柱・壁

体」、「造作」、「建具等」や水平方向の構造材で構成される部分別「基

礎」、「天井」、「床及び床組」については、家屋の不同沈下による傾

斜のため、当該構造材が、垂直あるいは水平な状態にあることによ

って本来発揮される効用が損なわれていることから、損害が生じて

いると考えた。 

 ・ 部分別「外壁」、「内壁」、「柱・壁体」、「造作」、「建具等」の具体

的な損耗残価率については、旧損耗基準表「柱」の補正率を参考と

した（「全壊」：柱 20分の 1傾斜、「大規模半壊」：柱 30 分の 1傾斜、

「半壊」：柱やや傾斜）。 

 ・ 部分別「基礎」、「天井」、「床及び床組」の具体的な損耗残価率に

ついては、旧損耗基準表「基礎」の補正率を参考とした（「全壊」：

不同沈下 100％、「大規模半壊」：不同沈下 70％、「半壊」：不同沈下

50％）。 

・ 部分別「屋根」についても、同様に、小屋組部分の垂直構造材・

水平構造材に傾斜による損害が生じると考えた。 

・ 部分別「建築設備」、「その他工事」については、傾斜による損害

は生じない、または損害が生じたとしてもごく軽微なため、損耗は

ないものと想定した。 
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 なお、液状化の被害について、内閣府指針では「全壊」が 20 分の１

以上とされているが、建物の利用という観点から床の傾きに着目した場

合、この基準は厳しいものであると考えられる。詳細は「Ⅲ．運用上の

課題」の「１ 賦課期日における損耗状況の把握」において示すが、家

屋の傾斜に関わる損耗減点補正の適用基準として、床の傾きの適切な取

扱いが望まれる。 

 

（イ）液状化による家屋の潜り込み 

   ・ 潜り込みによる被害として、家屋が土砂に常時接することによる

土台、柱、床組等の木材部分の著しい腐食及びそれに伴う主体構造

部の強度の低下を想定した。 

   ・ 部分別「屋根」、「外壁」、「柱・壁体」、「内壁」、「天井」、「床及び

床組」は主体構造部を構成するため、損耗残価率は旧損耗基準表「柱」

の補正率を参考とした（「全壊」及び「大規模半壊」：根もと全面的

腐朽、「半壊」：床上極く一部損傷）。 

   ・ 部分別「基礎」の損耗残価率は、旧損耗基準表「基礎」の補正率

を参考とした（「全壊」及び「大規模半壊」：不同沈下 100％、「半壊」：

不同沈下 20％）。 

   ・ 部分別「造作」、「建具等」については、側面からの土砂の圧力に

よって建具と枠材に損害が発生することから、床上１ｍの潜り込み

の場合は 1階の建具と型枠の全面的な損害、床までの潜り込みの場

合は 1階のフラッシュ戸、和風建具、玄関ユニット及びそれらの枠

材の損害、基礎の天端下 25cm までの潜り込みの場合は玄関ユニッ

トとその枠材に損害が発生すると想定した。 

   ・ 部分別「建築設備」については、土砂の重量によって管材に損害

が発生することから、床上１ｍの潜り込みの場合はシステムキッチ

ン、洗面台及び２階の衛生器具以外の全面的な損害、床までの潜り

込みの場合は給排水設備の損害が発生すると想定し、基礎の天端下

25cm までの潜り込みの場合は損害なしと想定した。 

   ・ 部分別「その他工事」は、基礎の地上高 0.5ｍ、階高３ｍの家屋

を想定し、家屋の高さと潜り込み量の関係に基づいて損耗残価率を

求めた。 
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イ．具体的な損耗残価率 

アの考え方によって、内閣府指針に基づく被害認定の区分に対応して

求めた損耗残価率は次のとおりである。 

 

【液状化による家屋の傾斜】 

内閣府指針における被害認定 対応する損耗残価率 

全壊（傾斜 1/20 以上） 25.00 

大規模半壊（傾斜 1/60 以上 1/20 未満） 34.18 

半壊（傾斜 1/100 以上 1/60 未満） 47.95 

   

  【液状化による家屋の潜り込み】 

内閣府指針における被害認定 対応する損耗残価率 

全壊（床上１ｍまでの潜り込み） 20.10 

大規模半壊（床までの潜り込み） 33.50 

半壊（基礎の天端下２５ｃｍまでの潜り込み） 92.35 

 

なお、それぞれの損耗残価率の積算内容の詳細は別紙のとおりである。 

 

 ウ．過去の適用事例 

   総務省において、過去に液状化により被災した家屋に対して適用され

た損耗残価率の状況を内閣府指針における被害の程度ごとに調査した

ところ、該当は 1団体のみで、いずれの被害も一律に 0.6 を適用したと

のことであった。 

  

 

（４） 原子力災害に伴う立入制限 

ア．考え方 

   原子力災害に伴う警戒区域、計画的避難区域に所在する家屋に適用す

る損耗減点補正率を検討するに当たって前提とした考え方は次のとお

りである。 

 

  ・ 原子力災害に伴う警戒区域、計画的避難区域は原則的に立入りが不

可能であるため、当該区域に所在する家屋は通常の維持管理が行えな

い状態にある。そのため、家屋内部の通気・換気ができず、湿度の上

昇やほこり等の滞留によって損害が発生すると考えられる。 
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  ・ 家屋内部の湿度の上昇やほこり等の滞留による損害は、通気・換気

ができない期間が３ヶ月以上経過した場合に生じると想定した。 

  ・ ほこり等の滞留による損害には色彩変化や形状変化が考えられ、部

分別「内壁」、「天井」の仕上材は通気・換気ができない期間が１年程

度で、部分別「床及び床組」の木質系の仕上材は２年程度で大きく劣

化すると想定した。 

  ・ 湿度の上昇によって、部分別「柱・壁体」や各部分別の下地材（間

柱、胴縁等）で腐朽が進み、通気・換気ができない期間５年程度で構

造体としての強度が期待できなくなると想定した。 

  ・ 部分別「造作」、「建具等」については、木質系の建具及び枠材が通

気・換気ができない期間１０年程度で湿度の上昇によって、全面的に

腐朽するものと想定した。 

  ・ 部分別「建築設備」について、給水・給湯設備、排水設備、電気設

備は通気・換気ができない期間が６ヶ月程度で一部に損害、１年程度

で全面的に損害が発生すると想定した。通気・換気ができない期間が

２年程度でさらに給湯器や換気設備にも損害が発生すると想定した。 

  ・ 部分別「基礎」、「その他工事」は損害がないと想定した。 

 

イ．具体的な損耗残価率 

アの考え方によって、通気・換気ができない期間の長さに応じて求め

た損耗残価率は次のとおりである。 

 

通気・換気ができない期間 損耗残価率 

６ヶ月程度 94.92 

１年程度 85.50 

２年程度 67.10 
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Ⅲ．運用上の課題                            

 

Ⅱで記述した地震、津波、液状化による被害に対する損耗減点補正及び原子

力災害に伴う警戒区域等に所在する家屋に対する損耗減点補正を市町村にお

いて適用する際の運用上の課題について、対応方策とともに述べておく。 

 

１ 賦課期日における損耗状況の把握 

部分別に損耗減点補正を適用した場合、平成２４基準年度の賦課期日におけ

る損耗の状況をいかにして把握するかという課題がある。 

 

家屋の評価においては、基準年度の評価額が３年間据え置かれる制度になっ

ているが、家屋に大規模な損傷が発生した場合には、損耗減点補正率を適用し、

第２年度、第３年度においても評価替えを行うこととなる。 

東日本大震災は平成２３年３月に発災し、地震、津波、液状化によって損害

が発生しているが、平成２４年度課税の賦課期日（平成２４年１月１日）まで

には、相当の期間があることから、被災家屋の状況にかなりの変化が生じてい

る可能性がある。 

前述したように、災害によって損害が発生した場合でも、その後賦課期日ま

でに修復がなされた場合は、損耗減点補正率の適用を考慮する必要はなく、平

成２４年度においては損耗の状況による減点補正率としては通常の評価替え

と同じように時の経過に応じた経年減点補正率のみが適用されることとなる。 

一方、損害が発生した後に修復が行われずに賦課期日を迎えた場合は、経年

減点補正率に加えて、損耗減点補正率を適用して、評価替えを実施しなければ

ならない。 

したがって、課税庁である市町村は、適正に評価を行うために、賦課期日現

在の家屋の現況を調査し損害が修復されているかどうかを把握する必要があ

る。 

 

本来、損害が修復されているか否かを把握するためには、個別に訪問して、

内部を調査する必要があるが、このたびの震災においては、大量の家屋が被災

しており、また、課税庁である市町村が被災している事例もあることを考慮す

ると、修復の有無を簡易に把握する方法を検討する必要がある。 

 

修復の有無を簡易に把握する方法については、次のように考えた。 

これらの対応により市町村における修復の有無を把握するための調査事務
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を簡素化できると考える。 

 

（１） 地震による被災で「全壊」、「大規模半壊」の判定を受けた家屋につい

ては、外観調査によって判断することとし、「半壊」との判定結果の家屋に

ついては、賦課期日現在に当該家屋に居住していることで修復があったもの

とみなす。また、「半壊に至らない」家屋については、被害が軽微であるこ

とから、そもそも一棟の損耗残価率自体を適用しない取り扱いとする。 

 

（２） 津波による損害についての簡易な把握方法としては、「概ね１階天井

まで浸水」と「床上浸水概ね１ｍ」に該当する家屋は、地震による被災で「全

壊」、「大規模半壊」を受けた家屋と同様に、外観調査によって判断すること

とし、「床上浸水」の判定を受けた家屋のうち、地震被害の「半壊」と同様

に、賦課期日現在に当該家屋に居住しているものについては、修復があった

ものとみなす。「床下浸水」に該当する家屋については、被害の程度が軽い

ことや、これまでの市町村における水害での取り扱いを勘案して、損耗減点

補正を適用しない。 

 

（３） 液状化により被災した家屋については、傾斜によって損害が生じた家

屋に関しては、内閣府の被害認定基準において「半壊」となる「１／１００

以上」の傾斜があるものを対象として、賦課期日における傾斜の再測定を行

うこととし、結果によって損耗残価率の適用の要否を判断する。 

なお、液状化による傾斜については、２°以上の傾きで「浮動感」、「頭痛」、

「めまい」などの比較的大きな生理的影響が現れるという学会報告がある。

内閣府指針では１／２０（約３°）以上で全壊とされているが、傾斜の再測

定に基づく損耗残価率の適用に当たっては、この点も十分に考慮するべきで

あると考えられる。 

内閣府指針の被害認定においては柱や壁の傾きを重視しているが、このこ

とは、家屋自体の物理的な被害を外観から判断する基準として適用する場合

に優れているものの、固定資産評価においては家屋が生活や業務の場である

ことにも目を向け、床の傾きにより重きを置くべきであると考えられる。 

 

【参考】：「人の平衡感覚に関する研究」（宇野英隆、遠藤佳宏）建築学会論

文集第 490 号（抜粋） 
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   ・ 床の傾斜による随伴症状は、居住している住宅の床の傾斜が 1.0 度

以下でも現れるが、2.0 度を超えると、「浮動感」「頭痛」「めまい」な

どの比較的重い随伴症状が現れると報告されている。 

  ・ 物の挙動は、1.0 度以下でも現れるが、2.0 度を超えると物の挙動

を抑えることが難しくなる。 

   ※物の挙動とは、例えばピンポン玉が転がることをいう。 

 

また、液状化による潜り込みが生じた家屋については、床下の通気・換気

が確保されているかどうかを確認し、損耗減点補正の適用の要否を判断する。 

具体的には、ねこ土台のある基礎であれば、基礎の天端と地表との位置関

係を判断基準とし、換気口のある基礎であれば、換気口の下端と地表との位

置関係を判断基準とすることとする。この場合、通気・換気ができる潜り込

み量の場合は損耗減点補正を適用しないこととなる。 

 

【参考】：ねこ土台のある基礎と換気口のある基礎 

 

 

なお、液状化により被災した家屋の中には、傾斜と潜り込みが同時に発生

するものも多い。この場合、一棟の損耗残価率の適用に当たっては、傾斜と

潜り込み量のいずれか損害割合の高いほうの数字を採用する。 

このような取扱いは、内閣府の「災害の被害認定基準」や地震保険におけ

る地盤の液状化による損害調査方法ともに採用している考え方である。 

例えば、傾斜は１／２０以上で潜り込み量が床までの家屋の場合は、傾斜

では全壊、潜り込み量では大規模半壊となるため、最終的な被害認定につい

ては全壊となり、また、傾斜１／１００未満で潜り込み量が基礎の天端下２

ねこ土台のある基礎
（基礎パッキン工法）

換気口のある基礎

基礎の天端 換気口の下端
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５㎝までの家屋の場合は、傾斜では被害なしという判定になるが、潜り込み

量では半壊となるため、この家屋の被害認定は半壊となる。 

 

（４） 原子力災害に伴って立ち入りが不可能となり、通気・換気ができなく

なった家屋については、警戒区域及び計画的避難区域の解除によって居住可

能となった場合に適用する損耗残価率を、当該家屋に居住していることによ

り賦課期日までに修復が行われていると考えられる箇所及びその程度を想

定して求めると、別紙（原子力災害に伴う損耗残価率（案））のとおりとな

る。 

 

これらの対応により市町村における修復の有無を把握するための調査事務

を簡素化できると考える。 

 

２ 液状化被害を受けた家屋の用途性等 

液状化被害については、現行の損耗減点補正の考え方では適切に被害を反映

できないのではないか、そもそも傾斜の生じた家屋や地盤面下に潜り込んだ家

屋は住めないのではないか、その観点からは用途性を失っているのではないか、

といった問題があり、これを踏まえ、液状化被害は土地、家屋のどちらの評価

で反映されるべきなのか整理が必要ではないかといった課題の解決が望まれ

る。 

固定資産税の課税客体となる家屋の要件としては、不動産登記の要件と同様

に、外気遮断性、土地定着性、用途性が必要とされている。 

液状化被害により傾斜が１／２０以上生じた家屋や地盤沈下により床上ま

で潜り込んだ家屋については、居住という住宅本来の用途に供することができ

ない状態にあるとも考えられることから、賦課期日現在で被害が修復されてい

ない場合には、原則として家屋の用途を満たさないと判断し、評価基準による

評価対象としないという考え方もできる。 

しかしながら、家屋としての形は保っているため、その後修復される可能性

もあり、また、家屋が現存している場合は滅失登記ができないことから、登記

簿と固定資産課税台帳の間に齟齬が生じることとなり、これまでの家屋評価の

対応との整合性に問題が残ることとなる。 

評価実務においては、評価対象とすることに疑義が生じるようなひどい程度

の損害を受けた家屋については、当該家屋の使用の継続性に関して所有者の意

思を確認し、その後の滅失登記等の手続きを促すことが必要であると考える。 
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なお、液状化被害に対する土地、家屋評価の基本的な対応を整理すると、液

状化の発生により様々な被害が発生し、住環境が悪化するが、その中で、家屋

の傾斜や潜り込みなどの家屋自体の被害については、家屋評価における損耗減

点補正で反映することになる。 

また液状化による地盤の変動で、地中の上下水道の配管が破断するという被

害も発生するが、これについては、道路下を通っている上下水道の本管の破断

であれば、土地の評価において減価要因となる一方で、その本管から特定の家

屋の敷地内に引き込むための配管であって、家屋の所有者の所有に属する部分

であれば、当該家屋の評価に反映されることになる。しかしながら、現在の評

価方法では、敷地内の配管であっても当該家屋の所有者の所有に属さない部分

については、その損害は土地、家屋のどちらの評価にも反映できないこととな

る。これらについては、家屋の所有者の権利の外にあるとすれば、土地の評価

に反映されるべきものではないかと考えられる。 

 

そのほか、家屋の浮き上がりや住宅敷地と道路との隙間や段差の発生につい

ては、家屋自体に損耗が生じていなければ、原則としては土地の評価において

減価要因として反映されることになると考えられる。 

 

しかしながら、液状化による被害に対する土地、家屋評価の対応については、

建物外の損害が当該建物の利活用のあり方に影響を及ぼすことを踏まえ、例え

ば、家屋の周囲１ｍ以内は家屋とみなすという基準の導入など、今後は検討の

視点を広げ、家屋評価に含めるべき部分について慎重に確認していくことも必

要である。 

 

３ 需給事情による減点補正の適用 

需給事情による減点補正については、固定資産評価基準の第２章第２節の六

に「需給事情による減点補正率の算出方法  需給事情による減点補正率は、

建築様式が著しく旧式となっている家屋、所在地域の状況によりその価額が減

尐すると認められる家屋等について、その減尐する範囲において求めるものと

する。」と規定されている。 

 

また、評価基準の解説書（「平成 21 年度 固定資産評価基準解説（家屋）」）

においては、需給事情による減点補正率は、次のような家屋について適用する

ものとされている。 
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１ 草葺の木造家屋、旧式のれんが造の非木造家屋その他間取、通風、採光、

設備の施工等の状況からみて最近の建築様式又は生活様式に適応しない

家屋で、その価額が減尐すると認められるもの 

２ 不良住宅地域、低湿地域、環境不良地域その他当該地域の事情により当

該地域に所在する家屋の価額が減尐すると認められる地域に所在する家

屋 

３ 交通の便否、人口密度、宅地価格の状況等を総合的に考慮した場合にお

いて、当該地域に所在する家屋の価額が減尐すると認められる地域に所在

する家屋 

 

これらを踏まえると、液状化地域や原子力災害に伴う警戒区域等は、「不良

住宅地域」または、「環境不良地域」に該当するとみなして需給事情による減

点補正を適用することをどう考えるかが課題としてあげられる。 

総務省において、評価替え年度ごとに全国の市町村における需給事情による

減点補正の適用状況を調査しており、最近の平成１８年度と２１年度の調査で

は、適用団体は６０団体前後、補正率の平均は０．９、最低は０．７という状

況となっている。 

先ほど触れた「不良住宅地域」または「環境不良地域」に係る適用例として

は、温泉地、豪雪地、山の頂上や中腹、海岸近くなどの適用事例がある。 

 

需給事情による減点補正を適用するに当たっての論点を整理すると、まず液

状化被害に対しては、論点が２つあると考える。 

論点①は、「液状化が発生した地域を「不良住宅地域」または「環境不良地

域」とみなして、当該地域に所在する家屋に対して需給事情による減点補正率

を適用することについてどう考えるか。」というものである。 

当該論点を検討するに当たっては、宅地の評価においては、不動産鑑定評価

から求める価格を活用することとされていることから、液状化の影響は地域要

因として土地評価に反映されると考えられるが、家屋評価においても、損耗減

点補正のほか、重ねて需給事情による減点補正を適用する必要があるのかどう

かということを、考慮する必要がある。 

論点②は、「仮に需給事情による減点補正率を適用するとした場合、どの程

度の補正率が適当と考えられるか、また、その期間をどのように考えるか。」

というものである。 

昭和３８年に、当時の自治省が「固定資産評価基準の取り扱いについて」と

いう通知を発出しており、需給事情による減点補正に関して、不良住宅地域等
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に所在する家屋に適用する需給事情の減点補正率の上限を３０％とすること

が記載されていた。なお、この上限値自体は４０年度に廃止されており、また、

この通知自体も平成１２年度に廃止されている。 

また、現実の売買実例では、売買価格は家屋の価格と敷地の価格との結合価

格となっており、土地の評価だけでは反映できず、家屋の価格自体に減価を生

ずるものとしても、画一的な基準で家屋の減価を考慮することは困難である。 

さらに、コスト面と技術面の両方を満足させるような液状化の再発を根本的

に防ぐ解決策はないことから、需給事情による減点補正率を適用した場合は、

当該家屋が滅失するまで継続するということになると考えられる。 

 

以上の点を踏まえて検討したところ、需給事情による減点補正の適用は慎重

に行うべきであると考えられる。 

 

原子力災害に伴う警戒区域、計画的避難区域に所在する家屋について需給事

情による減点補正を適用するに当たっての論点としては、次の２点がある。 

まず、論点①としては、「原子力災害に伴う警戒区域、計画的避難区域、緊

急時避難準備区域等が解除された地域を不良住宅地域または環境不良地域と

みなして、当該地域に所在している家屋に対して需給事情による減点補正率を

適用することについてどう考えるか」という点である。 

当該論点については、警戒区域等の解除はその区域の安全性が確認された後

に行われることとされていることから、環境不良地域等に該当するという理由

で減価補正を行う根拠に乏しいのではないかと考えられる。 

また、論点②として、液状化被害の場合と同様に、「仮に需給事情による減

点補正率を適用するとした場合に、どの程度の補正率が適当か、また、その期

間をどのように考えるか。」ということが挙げられる。 

また、検討に当たっては、過去の通知において上限が設定されたがその後廃

止された点や、風評被害は液状化被害の場合と同様に土地評価で減価要因とさ

れる点、さらに、原子力災害に伴う警戒区域等については、需給事情による減

点補正の適用をいつまで継続すべきかを判断するための客観的な基準の設定

が困難ではないかという点に留意が必要である。 

 

以上の点を踏まえて検討したところ、需給事情による減点補正の適用は慎重

に行うべきであると考えられる。 
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Ⅳ．まとめ                               

 

当委員会では、以上のとおり、内閣府指針に基づく被害認定に対応した一

棟の損耗残価率を提示し、運用上の課題等について検討を行った。また、原

子力災害に伴う立入制限によって生じると考えられる家屋の損耗について

も、損耗残価率を提示した。 

委員会において、内閣府指針に基づく被害認定と家屋評価における損耗減

点補正率の関係付けを行い、損耗減点補正率の簡便な適用方法を検討してい

く中で、これまで述べたものとも関連して、総合的に注目すべき以下のよう

な意見があった。 

 

○ 液状化による被害はこれまで経験していないことが多く、そのような状

況に対応するためには、明確なロジックを確立するということと、様々な

事例をどのように扱うのか（例えば、最近の建物と古い建物における工法

の相違と損耗の関係など）について明確な判断を決めるということの２点

を考慮しなければならない。 

 

○ 今回の損耗残価率の検討では、物理的な損害を基礎としているが、その

損傷を修復する際に必要な費用を基礎として検討する方法も考えられる。

仮に、液状化によって傾斜した家屋を元に戻す場合に必要となる費用を考

えると、もう尐し損害の程度は大きいと言える。 

 

 

  当委員会としては、内閣府指針に基づく被害認定と家屋評価における損耗

減点補正率の関係付け及び損耗減点補正率の簡便な適用方法について、一定

の方向性を示すことができたと考えている。しかし、被災市町村での実際の

評価の場面では、なお解決すべき課題も多いと思われる。今後、被災市町村

の実情にも十分に配慮した、さらなる検討が必要であろう。 

  今回の当委員会の調査研究の成果が、被災市町村における効率的で適切な

評価の実現に資するものとなれば、当委員会としても幸いである。 

 

  なお、今回の調査研究では木造専用住宅のほかに、非木造共同住宅（軽量

鉄骨造アパート）についても損耗残価率の検討を行った。しかしながら、損

耗残価率の算出の基礎となるサンプル棟数が十分確保できなかったことか

ら、本報告書では今後の参考として資料を掲載している。  
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別 紙 

 

 

被害類型別 損耗残価率積算内容 

 

 

 

○損耗残価率を算出するに当たっての想定家屋 

東北地方に所在する総二階建の木造専用住宅 
 

＜想定家屋の部分別構成比＞ 

 

 

○今回設定する損耗残価率が適用可能と考えられる家屋の割合 

岩手県、宮城県、福島県に所在する家屋の７０％程度（木造専用住宅、農 

家住宅、附属家） 

  

屋根 基礎 外壁
柱・
壁体

内壁 天井 造作
床及び
床組

建具等
※

建築
設備

その他
工事

構成比
（％）

6 7 9 7 13 6 5 11 11 18 7

※「建具等」には玄関ユニットが含まれている。
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非木造共同住宅（軽量鉄骨造アパート）に係る 

損耗残価率 

 

○損耗残価率を算出するに当たっての想定家屋 

東北地方に所在する二階建の軽量鉄骨造アパート 
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